
 

Ⅰ 成果の検証方法 

 

以下の 25地区を対象に成果の検証を行います。    

※市街地再開発事業・再開発等促進区などの個別事業に対して適用されている地区や、都市再生特別

措置法などの地区計画以外の制度が併用されている地区は、本件検証の対象外としております。 

■ 成果検証を行う地区計画 

［凡 例］ 対象地区（25地区） 

 ア   一般型地区計画（24地区） 

イ   千代田区型地区計画（12地区） 

ウ   再開発等促進区を定める地区計画（５地区） 

 
 

地 区 名 地 区 名 地 区 名 

1 有楽町日比谷地区 14 一ツ橋二丁目周辺地区 28 神田美土代町周辺地区 

2 内幸町一丁目地区 15 中神田中央地区 29 神田錦町北部周辺地区 

3 西神田三丁目北部地区 16 紀尾井町地区 30 神田駿河台東部地区 

4 神田駿河台一丁目西部地区 17 六番町奇数番地地区 31 飯田橋駅西口地区 

5 神田和泉町地区 18 飯田橋一丁目南部地区 32 二番町地区 

6 神田佐久間町地区 19 永田町二丁目地区 33 神田須田町二丁目北部周辺地区 

7 秋葉原駅付近地区 20 霞が関三丁目南地区 34 麹町地区 

8 飯田橋二・三丁目地区 21 一番町地区 35 紀尾井町南地区 

9 富士見二丁目北部地区 22 平河町二丁目東部地区 36 内神田一丁目地区 

10 岩本町東神田地区 23 三番町地区 37 内神田二丁目地区 

11 神田錦町南部地区 24 神田淡路町周辺地区 38 竹橋地区 

12 神田紺屋町周辺地区 25 外神田二・三丁目地区 39 内神田南部地区 

13 大手町・丸の内・有楽町地区 26 外神田五・六丁目地区 40 神田小川町三丁目西部南地区 

  27 四番町地区 41 内幸町一丁目北地区 

（１）対象地区 



 

 

平成 10 年に千代田区都市計画マスタープランが策定されて以降に決定された現在の地区計画が、

地区のまちづくりにどのような効果を及ぼしたのかを「用途誘導」「地区施設の創出」「目標の進捗」

の３点から検証します。 

また、地区計画では解決できなかった課題や、時代・社会の変化とともに新たに出てきた課題等

について整理します。 

 

■ 検証イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、今回の検証は該当地区の地区計画の見直しを進めるための検証ではなく、参考事例として

行ったものです。今後地区計画の見直しを検討する際には、地区ごとに検証する必要があります。 

 

  

（２）検証方法 

見直し方針で検証を行う３本柱 

地区施設の創出 目標の進捗 用途誘導 

地区計画の種類別に成果・課題を抽出 

千代田区型地区計画 一般型地区計画 



 

① 用途誘導の検証 

 

地区計画により用途を細かく制限することで、用途の混在を解消し、地区内にふさわしくない建

築物の立地を防ぎ、特定の用途の建築物を誘導することができます。 

この用途誘導について、地区計画による用途誘導の成果・課題等について検証します。 

 

 

・昭和 46 年以降に始まった建築計画概要書制度のデータを基に、地区計画策定前後の建築計画

の動向から、地区計画策定前後の建築物の用途の変遷（①件数の割合、②延床面積の割合）を

確認します。 
 

【検証方法の補足】 

・建築確認申請時に設計者より提出される建築計画概要書のデータを基に土地利用現況調査の

６用途に分けて分類し、検証します。 

 

  

● 検証方法 

独立住宅 
専用戸建住宅、住宅を主とする塾・教室・医院等の
併用建物 

集合住宅 
都市再生機構、公社・公営住宅、アパート、マンショ
ン、独身寮、寄宿舎、学生寮、官舎、テラスハウス 

住商併用建物 
住居併用店舗・事務所（物販・飲食・美容理容等の店
舗、税理・会計・建築などの事務所）、住居併用作業
所付店舗（とうふ・菓子・パン等自家用製造販売） 

事務所建築物 
事務所（オフィスビル）、営業店舗（銀行・証券会社・
東京ガス・東京電力等）、新聞社、放送局、NTT 

専用商業 
施設 

商業施設 
デパート、スーパーマーケット、小売店舗、卸売店
舗、ガソリンスタンド、飲食店、レンタルショップ、
ホテル 

公衆浴場等 
公衆浴場（健康ランド等を含む）、サウナ 
 

その他 
学校、保健所、駐車場、倉庫 
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② 地区施設の創出 

 

地区施設は、地区計画の中で定められる道路や公園、空地などの施設です。今回の検証では各地

区の地区計画で制限を設け創出している「緑地」と「空地」について検証します。 

 

 

・緑地については、緑化推進要綱に基づき平成 25 年以降に千代田区に提出された検証対象地区

の緑化計画書から緑化実績面積を取りまとめ、比較検証します。 

・空地については、地区計画策定前後で、新築建築物の建蔽率の変化を比較検証します。 

 

③ 目標の進捗確認 

 

 

・地区計画の目標に対して、街並みの目視確認、各種のデータ分析等により進捗を確認します。 

・比較検討した結果から、課題を抽出します。 

 

 

 

■ 検証項目一覧 

 

 

 

検証項目

新築建築物の用途割合（件数）

新築建築物の用途割合（延床面積）

地上部のみの緑化実績率

地上部と建築物上の緑化実績率

新築建築物の建蔽率（％）

新築建築物の用途別建蔽率（％）

地区（目標）ごとにそれぞれ検証　③目標の進捗確認

　①用途誘導の検証

　②地区施設の創出

緑地の創出の
検証

空地の創出の
検証

● 検証方法 

● 確認方法 


